開発コミットメント指数に関する支援国等の会議について
2005年12月12日　在ワシントン中尾武彦
12月5日、当地の開発経済関係の研究機関Center for Global Development（CGD:元世銀にいたNancy Birdsallが所長）において、日本がDAC諸国中最下位にランクされ、日本では大変評判の悪いCommitment to Development Index （開発コミットメント指標）についての会合が開催され、在米国大使館の財務班から中尾がオブザーバーとして参加しましたので、そのポイントを皆様にもご参考までご報告します。この指標については、小浜先生、澤田先生、高野先生、池上先生もFASIDから再検討の論文を出されています。去る10月17日には、ワシントンにおいて、IMFの日野さんほかの発案で、ワシントン開発フォーラム（在ワシントンの日本人開発関係者の自発的な勉強会）に本指標の作成責任者であるDavid Roodman研究員を呼んで議論をした経緯もあります。

今回の会議は全体として英国のDFIDをはじめとする欧州中心、like-minded group主体の会議であり、当方として必ずしも居心地がよい会議とは言えませんでしたが、後でフランス大使館からの参加者が話しかけてきて、当方の意見はいろいろな点で大変参考になったと言ってくれたのは救いでした。なお、このような指標においては、日本のコメの関税率が極端に高いことがいかに日本の貿易は保護的という印象につながるのかについての思いを新たにしました。
（参考）2005年版指標の概要
（別添1）会合のアジェンダ
（別添2）参加者
（別添3）本指標のプロジェクトに係る予算（ドナーの寄付状況）
（別添4）本指標に関する年次報告（本年の変更点の説明と今後の取り組み）
１．本会合の趣旨
本会合は、このプロジェクトを経済的に支援している9カ国（ノルウェイ、オランダ、フランス、スイス、英国、スウェーデン、カナダ、オーストラリア、フィンランド）のうちフィンランドを除く8カ国が参加するとともに、オブザーバーとして世銀とIMFからもスタッフが参加していた（米国は不参加）。中尾については、上述の去る10月17日ワシントン開発フォーラムにおける研究会で、本指標の作成責任者であるDavid Roodman研究員に対し多くの疑問点を指摘し、意見交換をした経緯がある。このようなこともあって、今回同研究員より是非オブザーバーとして参加してほしいとの招待があり、日本政府を代表する形ではなくという前提で、これに応じたもの。日本政府にもCGDからは本指標のプロジェクトへの経済的な支援の要請があるようであるが、応じていない。今回はあえてRoodman研究員本人から電話による招待があったことから、少しでも本指標を妥当なものにしていくことにつながるならばとの期待を込めて参加したものである。
（注）開発コミットメント指標の問題点
本指標は、開発に対するドナー国の貢献を、援助、貿易、投資、移民、環境、安全保障、技術の7分野のスコアの単純平均として図るもの。途上国への支援は援助だけを見るのではなく、貿易、投資などに関する政策との整合性が重要であるという、いわゆる「政策一貫性」の考え方が最近OECDなどでも盛んに取り上げられているが、本指標はこの考え方への注目を集めたという意味では一定の意義がある。しかし、分野の選び方、その計算の仕方などから、日本はダントツの最下位となっている（参考参照）。まず、援助のスコア計算に当たっては、ODA総額ではなくGDP比をベースにし、しかも元本の返済額及び金利の返済額を控除した後の数字を前提にしていることが主因で最下位。移民や安全保障関係も最下位近く、環境も漁業への補助金、熱帯木材の輸入などを反映して最下位。最も問題だと考えられるものの１つが貿易で、本年の指標から保護度の計算のベースを輸入国での輸入ウェートから輸出国における生産量ウェイトに変えたことが災いし、農産物、特に米、小麦、砂糖のウェートが上がって、日本は貿易でのスコアが唯一マイナスでマイナスの0.2（他の国は6程度が多い）と極端な形になっている（ちなみに2003年の指標では、日本の貿易のスコアは4.6と新しい指標に比べるとリーズナブルであり、スイス、ノルウェーよりもよかった）。これを詳細に見ると、日本の場合、加工米の従価換算関税率（補助金の関税換算を含む）が1060％。そのウェイトが1.13％、これを乗じると12.0、普通のコメが関税率975％でウェイトが0.87％、これを乗じると8.5、米の2つの分類の合計20.5だけで、全体の保護度26.9の太宗を説明する（そのほかに砂糖1.8、小麦1.8を加えると26.9のうち24.1を説明）。ちなみに、日本の26.9に対応するEUの保護度は9.1、米国の保護度は4.1であり、日本の保護度があまりに標準から偏差があるために、スコアとしてはマイナスになってしまう構造である。上記10月17日の勉強会で中尾よりこの問題を提起した際には、「関税率が200％でも1000％でもコメが入ってこないことに代わりがないのではないか、単純にウェイトと関税率を乗じたものを用いることはバランスを失したスコアにつながるのではないか、コメの関税率が仮に10000％だったら保護度はそれだけで200になってしまって日本の開発コミットメント指標全体がマイナスになってしまうようなことになるが、おかしくはないか」との疑問も投げかけたが、Roodman研究員は「コメの関税率が異常に高いのだからしょうがない。言われるような点もあるが、所詮指標は一定の単純な割り切りで計算されているもの」と応答していた。
２．各国の状況の紹介、日本の立場の表明
12月5日の会合では、まず、各国から自己紹介を兼ねて、各国における本指標の活用状況についての話があった。各国及びIMF、世銀の代表とも、本指標は、途上国支援の考え方をより広いスペクトラムからのものに代えることに貢献したと賞賛の声が相次いだ。中尾からは、オブザーバーではあるがと断りながら、「日本はこれまでも援助と貿易、投資などの一貫性に注目してきたし、アジアでは実際、日本からの援助に続いて直接投資、製品輸入の拡大が続いたことが地域の成長への貢献につながったと信じている。この指標も、政策の一貫性ということへの関心を喚起したことに一定の意義はあるが、その分野の選び方、スコアの付け方には大きな疑問があり、日本がダントツの最下位になっていることは率直に言ってdisappointingである。日本は繊維も含め従来から工業製品については最も障壁の低い国であり、それがアジアの発展も助けてきたが、コメだけのために日本の貿易のスコアだけがマイナスになっているのは異常であり、もう少しバイアスのかからない指標を考慮してほしい」と発言した。
３．指標の改善の方向
会合では、援助の「質」を今後指標にどう取り入れていくべきかについても議論がなされた。現在の指標にも、タイド性（アンタイドの方が高得点）、選択性（貧しいがガバナンスのよい国に供与を集中しているほうが高得点）、マルチを通じた支援のウェイト（高いほうが高得点）などの要素は加味されているが、今後の改善の方向として、①本年春の援助のハーモニゼーションに関するパリ宣言の中に盛り込まれたような諸要素の評価をもっと反映していくべき、②特に援助国が連携して相手国のプログラムに沿って支援するcommon arrangement（財政支援やコモン・ファンド）をどの程度活用しているが質の評価として重要、③グローバル・ファンドを通じた支援は積極的に評価すべき、などの意見が多かった。一方、現在の指標については、援助の選択性を評価するのはよいが、その場合、貧しく、ガバナンスが悪い国への支援をどう考えていくかは難しい問題との指摘があった。当方からは、「バイのプロジェクト型の支援も、相手国の戦略ときちんとalignして行われるならば、手続きの煩雑さや支援の重複などの問題は最小限にすることができるし、また、プログラム型に比べてもアカウンタビリティが明確で、一定の有益性がある。プログラム型あるいは財政支援型が有効な場合も勿論あるので、活用していくべきだが、これが常にプロジェクト型より優れていると決め付けるべきではないのではないか」と発言した。
４．指標の活用への途
会合では、今後この指標をどのようにマーケットしていくのかについても議論になった（当方としては、このままの指標がこれ以上広まるのはいたたまれないとの気持ち）。毎年指標が改定されるたびにForeign Policy 誌には発表されているが、インターネットをもっと活用すべき、OECDの場やEUの場でも発表すべき、WTOとの関連でももっと売っていくべき、この指標の開発者であるDavid Roodman研究員が直接各国を訪問することが有益、などの意見が出された。当方にもコメントを求められたので、「この指標のコンセプト自体は日本の学者などにも評価する声があるが、もう少しバランスのとれた指標にしないと、日本ではかえって反発を招き、 売れるものも売れないのではないか」とコメントした。
（以上）
